	提案者名
（全連携先を記載してください）
	（地域観光プロモーター）
（全連携先）

	地域観光プロモーター担当者
	所属
（団体名）
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	
	E-mail
	

	
	住所
（通知送付先）
	〒　　　－


	企画の名称
	

	企画の種類
	☐①各区市町村内での取組（単域）  　 ☐②広域a（都内複数区市町村の連携による取組）
☐③広域b（他道府県との連携による取組）

	地域資源の
内容
	☐①新たな地域資源の発掘　　　  　 　 ☐②既存事業の磨き上げ
☐③新たな地域資源の発掘と既存事業の磨き上げの組み合わせ

	企画のテーマ
	☐①地域における特産品の企画・開発　　　　　 ☐②旅行者誘致イベントの企画・実施
☐③着地型旅行商品の企画・造成　　　　　　　 ☐④その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	上限増要件
※企画の種類が(単域）の場合のみ記載
	☐①外国人対応の取組          　　　　　     ☐②地域の子供達が積極的に参加する取組
☐③デジタル技術を活用し、旅行者の満足度の向上に資する取組   
☐④地域住民達が街への誇り・愛着を深める取組

	事業実施地域
（区市町村名、場所）
	



様式２

令和８年度（2026年度）地域資源発掘型プログラム事業
企画説明書


１．企画内容
	（1）企画の背景（課題）と目的　
※明確に課題を設定するとともに、課題解決に向けて当事業で検証することが有効であると考える理由を記載してください。 
※目的が国内外の旅行者誘致に資することを意識して記載してください。

	【課題】


【目的】



	（2）活用する地域資源
※「活用する地域資源の名称」・・・地域内の特定の観光資源の概要

	

	（3）実証内容（概要・想定ターゲット層）
※企画の概要を記載。詳細な事業内容は、別紙として、企画説明書【詳細】（任意様式）に記載してください。
※他の地域との比較優位性を意識して記載してください。
※上限増要件を申請する場合、要件ごとに具体的な取組内容について記載してください。

	【概要】


【他の地域と比較して優れている点】


【想定ターゲット層】


【上限増要件】




	（4）成果目標 
※具体的な数字を用いながら、成果目標を記載してください。

	【定性目標】


【定量目標】








●本事業による収入（販売の実施・スポンサー料等）は見込まれますか。（はい　　　いいえ）
「はい」の場合、その内容及び想定している金額を下記に記入ください。
	収入の項目
	金額
	収入の概要

	　
	　￥
	

	　
	　￥
	

	　
	　￥
	

	　
	　￥
	




●参考（過年度採択事業）									
過去、本事業において貴団体が提案し(共同提案含む）、採択され、実施した事業があれば、申請時の事業名を記載してください。									
	年度
	事業名

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　


２．スケジュール
	スケジュール（事業開始以降の、準備、広報、実施時期等を記載）　※適宜、列を加工・修正してください

	R８.８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	R9.1月
	２月
	３月

	事業開始

	
	
	
	
	
	
	

	４月
	５月
	６月
	７月

	
	
	
	





３．事業実施体制
※事業継続が見込める体制を構築してください。						
※区市町村など、提案時には提案者に含まないが、協議会の構成団体となる場合は、その名称を記載してください。
	団体名
	団体事業内容（実績等）
	協議会内での役割

	（地域観光プロモーター）


	　
	　

	（連携先：観光協会等）
　
	　
	　

	（連携先：地域の観光関連団体等）


	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　



●本体制の理由
本体制が事業実施及び次年度以降の事業継続において適切であると考える理由を記入してください。
	[bookmark: _Hlk59623767]



●指導を希望する専門家
選定した企画案が、地域特性に応じた、より継続性の高い取組となるよう、提案者の希望を踏まえ、専門家を派遣し、指導を行います。財団の「東京都観光まちづくりアドバイザー人材バンク」から、指導を希望する専門家を選択し、記入してください。（3名を必須とします。これを参考に財団が記載の順に依頼をし、1名を選定します。）

東京都観光まちづくりアドバイザー人材バンク:https://www.tokyo-adviser.jp/

なお選択に当たっては、下記の点にご留意ください。
1 指導を担当する専門家が所属する団体は本事業の公募に参加できません。
2 専門家は協議会の出席など事業推進段階から事業に関わります。
　

（記載例　①　（専門家氏名）　（所属団体名）　（希望する指導内容・理由等）　
	1 　


2 　


3 　





４．施設利用・知的財産権等許可状況
※事業で使用する、許可が必要な道路、河川、私有施設等や知的財産権（商標権、意匠権等）の許可状況を記載してください。
	施設・財産権等名称
	許可申込先名称・電話番号
	許可状況
	備考欄

	　
	　
	☐
☐
☐
☐
	許可を得ている
内諾を得ている
調整中
内諾を得ていない
	　

	　
	　
	☐
☐
☐
☐
	許可を得ている
内諾を得ている
調整中
内諾を得ていない
	　

	　
	　
	☐
☐
☐
☐
	許可を得ている
内諾を得ている
調整中
内諾を得ていない
	　


※許可状況について、東京観光財団より所有者に照会する場合があります。

●その他、事業実施上の課題があれば記載してください（解決方法・解決の見通しも記載）。
	



●確認事項
	確認事項
	回答

	企画案に知的財産が含まれていた場合、権利関係が調整済みで、東京観光財団に無償提供できることを確認しているか。
	　☐はい　　☐いいえ
　☐含まれていない

	当事業について、国、東京都、その他行政により別途、補助金、支援金、委託費等が支給される予定は無いか。
	　☐はい　☐いいえ(予定がある）



５．２年目、３年目以降の計画
当該年度に採択された企画案について､検証後の2年目､3年目の事業の継続を支援する目的から､助成制度(地域資源発掘型プログラム事業継続支援助成金)を設けています｡
そのため､本事業の申請に当たっては､当助成制度があることを前提として､次年度以降の具体的な計画を策定し､｢2年目､3年目以降の計画｣を記載してください｡

(1)助成金の額(１千円未満の端数は切り捨て)
２年目:2年目にかかる助成対象経費の2分の1以内の額または助成限度額(※1)のいずれか低い額
(※1)今年度のプログラム事業(1年目)実施時にかかる事業費の2分の1
3年目:3年目にかかる助成対象経費の3分の1以内の額または助成限度額(※2)のいずれか低い額
(※2)今年度のプログラム事業(1年目)実施時にかかる事業費の3分の1
  　　 例:初年度(本事業)の事業費が600万円の場合
    　助成限度額:2年目は300万円､3年目は200万を上限
（2）助成対象経費
初年度(本事業)の対象経費と一部異なりますので､ご留意ください｡
	区     分
	摘     要

	(a)-1 都内における着地型旅行商品の企画･造成

	
	ニースﾞ調査に係る経費
	

	
	モニターツアーに係る経費
	

	
	販路開拓費
	採択商品の営業に係る経費に限る｡
例:旅行博等への出展経費､セールスツールの作成費等
※採択商品以外が含まれるセールスツールは対象外

	(a)-2 都内の地域特産品の企画･開発

	
	ニーズ・マーケティング調査に係る経費
	

	
	商品パッケージデザイン開発費
	

	
	機材･設備･備品の賃借料又は購入費
	事業実施に直接必要なものに限る｡

	
	イベント(物産展等)の出展経費
	

	(a)-3 都内における旅行者誘致イベントの企画･実施

	
	会場設営及び運営委託に要する経費
	

	
	機材･設備･備品の賃借料又は購入費
	事業実施に直接必要なものに限る｡

	
	消耗品の購入費
	事業実施に直接必要なものに限る｡

	
	出演料
	

	(b)共通

	
	広告宣伝費
	チラシ・ポスター等制作費 等

	
	通信運搬費
	郵便料､電信料等

	
	賠償責任･傷害保険等に係る経費
	イベント等の実施に当たっての､参加者に対する賠償責任･傷害保険等

	
	感染症予防に要する経費
	サーモグラフィーカメラ等の設備機器購入費､間仕切り等の備品購入費(消耗品は除く)
※当助成金で実施するイベント等に用いるものに限る｡

	(c)その他事業実施に係る経費
	事業実施に直接必要なものに限る｡



(3)留意点
〇 財団の他事業､国､都道府県､区市町村などの補助金及び交付金､その他の助成制度の対象となった経費は､助成対象外となります(ただし､区市町村より交付される運営費等など､特定の事業に使途が限定されていない補助金は除く)｡
〇 助成制度の利用には､別途募集の際に貴団体から申請いただく必要があります｡ご提出いただいた申請書類をもとに､財団で審査いたします｡そのため初年度企画案が採択されたことによって､助成金の交付を約束するものではありませんので､ご留意ください｡
(4)その他
 　  より一層の事業拡大等を人的側面からサポートする目的で､高度な専門性を有する専門家を派遣する制度を設けています｡助成金と併用して､申請可能です｡
  　　■地域における観光まちづくりの支援 アドバイザー派遣事業
  　　　https://www.tokyo-adviser.jp/

【事業費について】
以上を踏まえ、プログラム事業（１年目）の検証実施後、着地型旅行商品の造成、地域特産品の開発又は旅行者誘致イベントをどのように継続的に実施（事業化）していく予定か、現時点での構想を記載してください。
							
※事業化する上で、収益性について、現時点での具体的な計画を記載してください。　　　　　

単位：千円
	２年目
	３年目

	内容
	［実施内容］








	［実施内容］


	
	［スケジュール］
	［スケジュール］

	
	［収入等自己資金の集め方（収益性）］
	［収入等自己資金の集め方（収益性）］

	事業費
	事業総額：　　　　　　　　　　 千　円

【内訳】
プログラム事業継続支援助成金 (1/2)：　　　　　　　千　円
収入等自己資金(1/2)：　 　　　　千　円
	事業総額：　　　          　　　千　円

【内訳】
プログラム事業継続支援助成金(1/3)：　　　　　　　　　千　円
収入等自己資金(2/3)：　        　 千　円

	自立に向けた財源確保の
取組

	
	

	販売チャネル
（流通経路）の確立に向けた取組
	
	



●プログラム事業終了後の事業展開について
	事業計画（プログラム事業終了後の事業展開について記載してください。）
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